【声明】戦争法採決強行から1年　戦争法の発動許さず、一日も早く廃止させましょう
2016年9月19日　憲法会議（憲法改悪阻止各界連絡会議）
１．戦争法＝安保法制採決強行から1年、施行から6ヵ月が経ちました。日本国憲法に違反する戦争法のもと、自衛隊が初めて公然と海外で武力行使し、「殺し、殺される」危険な道に踏み込もうとしていることがいよいよ明らかになってきました。安倍首相は9月12日、自衛隊幹部に「制度は整った」「今こそ実行のとき」と戦争法の本格的な運用段階への移行を宣言しました。同時に南スーダンＰＫＯ部隊への「駆けつけ警護」や「宿営地共同防衛」などの新任務の訓練が開始され、北朝鮮の核挑発を理由に韓国上空に展開したＢ１米空軍戦略爆撃機に自衛隊機の集団的自衛権行使まがいの一時併進飛行など、戦争法の発動は深刻で現実的な問題になっています。
２．先の参議院選挙の結果、改憲勢力が参議院でも議席の３分の２以上を占めました。安倍首相はメディアの助けも得て、改憲や戦争法発動などを徹底して争点からそらし、選挙が終わるやいなや、「自民党改憲草案をベース」に「任期中に改憲」、「国民の気持ちを変えるのは政治の手法」とまで述べ、憲法審査会を舞台に、野党および広範な「9条改憲反対」「憲法『改正』反対」の国民の中に「くさび」を打ち込もうと策しています。
また沖縄では、日米同盟の強化、日米防衛協力の指針にもとづく高江ヘリパッド建設の強行、翁長雄志知事が県民の総意を背景に行った辺野古埋立て承認取り消しに対し、安倍政権が起こした乱暴な「取り消し違法確認訴訟」では福岡高裁那覇支部が国の主張容認の不当判決を下すなど、激しいたたかいが展開されています。
　改憲を許すわけにはいきません。憲法をめぐる激しいせめぎあいの中、世論と改憲勢力のねじれをただし、憲法を守り生かすたたかいはこれからです。
３．戦争法採決強行後、廃止を求める運動は大きく広がっています。広範な市民と労働団体、市民団体によって、運動の歴史的経過と立場の違いを超えて一昨年結成された共同の組織「戦争させない・9条壊すな！総がかり行動実行委員会」が軸となり、東京でも、全国各地でも巨大な力を発揮しています。「戦争法の廃止を求める2000万人統一署名」は短期間に千数百万人分となりました。「9の日行動」「19日行動」、集会、デモ、スタンディング、意見広告などが持続的に取り組まれています。学者や青年・学生、子育て中の若いお母さんたちの運動も盛り上がっています。
また参議院選挙では、戦争法反対運動の発展として、市民・主権者国民と野党の間で、「戦争法廃止、立憲主義回復、安倍政権打倒」の共同が実現し、すべての1人区で共同候補を擁立するという第二次世界大戦後の国政選挙で初めての野党共闘が成立しました。そのうち11選挙区で勝利し、安倍政権の暴走と国民との矛盾が最も集中している沖縄と福島では現職大臣を落選させるなどの画期的な成果を納めました。
こうした共同の全国的な運動や選挙の取り組みは、広範な市民を励まし、安倍政権を窮地に追い込み、政府・与党を揺さぶり続けています。この流れはもはや誰にも押しとどめることができません。
４．今年は日本国憲法が公布されて70年。日本国憲法は、国民主権を高々と掲げ、憲法９条という最も進んだ平和主義、30ヵ条にわたる豊かな人権規定、地方自治の原則をもつなど、日本の宝、世界の希望というべき財産です。日本国憲法の実現が今ほど強く求められている時はありません。
憲法会議は結成以来51年、憲法のじゅうりんを許さず、憲法を守り生かそうと運動しています。日本国憲法が、施行以来最も重大な状況に置かれている今、日本国憲法そのものを学び、私たち一人ひとりが憲法を自らに引き寄せること、「戦争できる憲法」である「自民党改憲草案」を徹底的に暴くことなどは緊急で最重要の課題であると考えます。憲法会議は、日本国憲法への攻撃と改憲策動をはね返し、戦争法の発動許さず、一日も早い廃止を実現する運動を進め、暴走を続ける安倍政権打倒のために、共同を一層強め、全力でたたかいます。
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